
◎学校教育法等の一部を改正する法律 
（平成一九年六月二七日法律第九六号）   

一、提案理由（平成一九年四月一八日・衆議院教育再生に関する特別委員会） 

○伊吹国務大臣 ただいま議題となりました三法案について、逐次その内容を御説明申

し上げます。 

 まず、このたび政府から提出いたしました学校教育法等の一部を改正する法律案につ

いて、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 昨年、約六十年ぶりに教育基本法が改正され、新しい時代に求められる教育理念が法

律上明確になりました。 

 近年の教育を取り巻くさまざまな問題を解決し、内閣の最重要課題である教育の再生

を実現するため、改正教育基本法の理念のもと、学校における教育の目標を見直すとと

もに、組織運営体制及び指導体制の充実を図ることが必要であります。 

 この法律案は、このような観点から、義務教育の目標を新たに定め、各学校種の目的

等を見直すとともに、学校に置くことができる職として新たに副校長等を設ける等によ

り、学校教育の充実を図るものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、改正教育基本法において明確にされた教育理念を踏まえ、義務教育の目標を

定め、各学校種の目的等に係る規定を見直すとともに、学校教育法に規定する学校種の

順序について、教育を受ける者の発達段階等を踏まえ、幼稚園から規定することとする

ものであります。 

 第二に、学校は、教育活動等の状況について評価を行い、改善のための措置を講ずる

ことにより、教育水準の向上に努めるものとするとともに、保護者等との連携協力を推

進するため、教育活動等の状況について情報を提供するものとするものであります。 

 第三に、大学等は、学生以外の者を対象とした特別の課程を修了した者に対し、証明

書を交付することができることとするものであります。 

 第四に、学校の組織運営体制及び指導体制の充実を図るため、小学校、中学校等に置

くことができる職として、新たに副校長、主幹教諭、指導教諭を設け、これらの職務内

容をそれぞれ定めるものであります。 

 このほか、所要の規定の整備を行うことといたしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要でございます。 

……………（略）…………… 

 三法案につきまして、何とぞ、十分御審議の上、速やかに御可決くださいますようお

願いいたします。 

 ありがとうございました。 

二、衆議院教育再生に関する特別委員長報告（平成一九年五月一八日） 

○保利耕輔君 ただいま議題となりました七法律案につきまして、本委員会における審



査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、内閣提出の三法案の内容について申し上げます。 

 学校教育法等の一部を改正する法律案は、学校教育の充実を図るため、義務教育の目

標を定めるほか、学校の運営、指導体制の充実を図るため、副校長等の職を新設する等

のものであります。 

……………（略）…………… 

 内閣提出の三法案並びに民主党提出の教育職員の資質及び能力の向上のための教育職

員免許の改革に関する法律案、地方教育行政の適正な運営の確保に関する法律案及び学

校教育の環境の整備の推進による教育の振興に関する法律案は、四月十七日の本会議に

おいて趣旨説明及び質疑が行われた後、同月十八日日本国教育基本法案とともに本委員

会に付託されました。 

 委員会におきましては、同日伊吹文部科学大臣、提出者藤村修君、牧義夫君及び笠浩

史君からそれぞれ提案理由の説明を聴取した後、七法案を一括して質疑に入り、安倍内

閣総理大臣の出席を求めての質疑のほか、参考人十二名から三回にわたって意見を聴取

し、五月九日及び十四日に計四カ所においていわゆる地方公聴会を開催するとともに、

十六日にはいわゆる中央公聴会を開催するなど、慎重に審査を重ね、昨日質疑を終局い

たしました。次いで、七法案を一括して討論を行い、順次採決いたしました結果、民主

党提出の四法案はいずれも賛成尐数をもって否決され、内閣提出の三法案はいずれも賛

成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、内閣提出の三法案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、審議に参加された与野党委員各位及び関係者の皆様に敬意と感謝の念を表しつ

つ、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年五月一七日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たって、次の事項について特段の配慮をすべきで

ある。 

一 副校長等の新たな職の設置については、その職務と責任に応じた処遇や定数の改善

に努めること。 

二 学校教育を振興するため、教職員定数と教育予算の一層の拡充に努めること。 

三 大学が国際社会をはじめ広く社会に貢献できるよう、必要な支援に努めること。 

四 文部科学大臣が地方教育行政の組織及び運営に関する法律による是正の要求や指示

を行うに際し、首長は教育委員会に対して支援等を行うこととすること。 

五 知事が都道府県教育委員会に対し、学校教育に関する専門的事項について助言・援

助を求める際には、私立学校と協議するものとし、教育委員会は私立学校の自主性を尊

重すること。 

六 私立学校が全国、全学校一律の法律上の義務を担保できるよう、知事部局に学校教

育に関する専門的知識を有する者を配置するなど体制の充実を促すこと。 



七 教員免許更新制の円滑な実施に向け、教員及びその他の免許状保持者等に対して制

度の十分な周知を図ること。 

八 免許状更新講習の受講負担を軽減するため、講習受講の費用負担も含めて国による

支援策を検討するとともに、へき地等に勤務する教員のための講習受講の機会の確保に

努めること。 

九 大学における教員養成課程の見直しなど、養成・採用・研修を通じた教員の質の向

上に努めるとともに、現職研修と免許状更新講習との整合性の確保、特に十年経験者研

修の在り方について検討すること。 

十 教員に優れた人材を確保するため、教員の顕彰制度の充実、人材確保法による教員

給与の優遇措置の改善及びメリハリある教員給与体系の実現に努めるとともに、教員の

多忙化の解消及び教育の充実のため、教職員定数の改善、事務の外部委託化並びに外部

の専門家及び地域人材の活用に努めること。 

十一 児童等に対する指導が不適切な教員の認定に当たって、任命権者による公正かつ

適正な認定が行われるよう努めること。 

三、参議院文教科学委員長報告（平成一九年六月二〇日） 

○狩野安君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 これらの法律案につきましては、去る五月二十一日、本会議において趣旨説明を聴取

しておりますので、その内容については簡略に述べることといたします。 

 まず、学校教育法等の一部を改正する法律案は、改正教育基本法の理念の下、義務教

育として行われる普通教育の目標を定めるとともに、学校の種類ごとの目的等に係る規

定を整備するほか、学校の運営及び指導体制の充実を図るため、副校長、主幹教諭及び

指導教諭の職を新たに置くことができること等の措置を講じようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、三法律案と西岡武夫君外四名の発議による日本国教育基本法

案等四法律案を一括して議題とし、安倍内閣総理大臣、伊吹文部科学大臣ほか関係大臣、

四法律案の発議者等に対して質疑を行うとともに、二度にわたる参考人からの意見聴取、

茨城県、福島県、神奈川県及び愛知県の各県に委員を派遣しての地方公聴会、更に中央

公聴会を開会し、慎重に審査を重ねました。 

 委員会における主な質疑の内容は、規範意識等を養うための具体的な教育内容、副校

長等の新たな職を導入する目的とそれぞれの職の役割、文部科学大臣が定める学校評価

に関する評価項目等の強制力の有無、教育委員会の現状と活性化に向けた方策の実効性、

文部科学大臣による是正の要求、指示に至る事前手続の在り方、私立学校の自主性を尊

重する必要性、免許状更新講習の内容及び十年経験者研修との相違、免許状更新講習の

受講機会を確保する具体策と受講費用負担の在り方、指導が不適切な教員の認定手続に

おける公正性の確保、国の教育予算増額の必要性等でありますが、その詳細は会議録に



よって御承知願いたいと存じます。 

 三法律案について質疑の終局を決定し、順次採決の結果、三法律案はいずれも多数を

もって原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、三法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年六月一九日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一、教育は、我が国の将来を託す世代を育成する国政の最重要課題であることにかんが

み、国家的先行投資である教育予算の一層の拡充に努めること。 

二、各学校が、多様な子どもの実態や地域の状況を踏まえた創意工夫ある教育課程の編

成を通して、学校種ごとの目標を達成できるようにすること。 

三、教員の多忙化を解消し子どもと向き合う時間を増やすなど教育の充実のため、小学

校高学年での専科教員の増、習熟度別指導・尐人数教育の拡充など、教職員定数の改善

に努めるとともに、学校事務職員の任務を踏まえた有効活用、学校のＩＣＴ化及び事務

の外部委託化並びに外部の専門家及び地域人材の活用に努めること。 

四、副校長等の新たな職を置く際には、教員間の適切な役割分担に資すると同時に、学

校が保護者や地域住民の期待に十分に応えられる体制となるよう必要な定数を確保する

とともに、職責に応じた処遇が図られるよう努めること。また、地方自治体や学校の実

態を踏まえた配置がなされるよう努めること。 

五、学校評価のガイドラインについては、各教育委員会及び学校による、地域の実情に

応じた創意工夫に基づく学校評価の実践を尊重するとともに、評価結果が学校の序列化

につながらないよう留意すること。また、学校評価の結果等教育活動に関する情報の積

極的な提供を促すこと。 

六、我が国の大学が人類の文化を継承発展させる知の拠点として、質の高い教育研究を

行うとともに、将来にわたり国際社会を始め広く社会に貢献できるよう、基盤的経費を

拡充するとともに、競争的資金を確保するなど必要な支援に努めること。 

七、文部科学大臣が是正の要求や指示を行う以前に、地方自治体において地方自治の力

を発揮するよう要請すること。また、文部科学大臣が是正の要求や指示を行うに当たっ

ては、十分な情報に基づいた、慎重な運用に努めるとともに、紛争処理に関しては、地

方自治法の適正手続を必ず踏まえること。 

八、文部科学大臣が地方教育行政の組織及び運営に関する法律による是正の要求や指示

を行うに際し、首長は教育委員会に対して支援等を行うこととすること。 

九、知事が都道府県教育委員会に対し、学校教育に関する専門的事項について助言・援

助を求める際には、私立学校と協議するものとし、教育委員会は私立学校の自主性を尊

重すること。 



十、私立学校が全国、全学校一律の法律上の義務を担保できるよう、知事部局に学校教

育に関する専門的知識を有する者を配置するなど体制の充実を促すこと。 

十一、教員免許更新制の円滑な実施に向け、教員及びその他の免許状保持者等に対して

制度の十分な周知を図ること。また、更新制の導入に伴う免許状授与原簿の管理システ

ムの構築と運用に当たっては、遺漏なきよう万全を期すること。 

十二、国公私立のすべての教員の免許状更新講習の受講に伴う費用負担を軽減するため、

受講者の講習受講の費用負担も含めて、国による支援策を検討すること。 

十三、教員の資質能力の向上という免許状更新制度の趣旨を踏まえ、任命権者は、学校

現場の実態に即し、各教員の受講期間を的確に把握し、教員の安全と健康に配慮しなが

ら受講機会の確保とともに受講時の服務の取扱いについても必要な配慮を行うこと。 

十四、免許状更新講習の内容については、受講者に対する事前アンケート調査の実施、

講習修了後の受講者による事後評価及びこれらの公表を行うなど、受講者のニーズの反

映に努めること。また、多様な講習内容、講習方法の中から受講者が選択できるような

工夫を講ずること。 

十五、へき地等に勤務する教員や障がいを有する教員が、多様な免許状更新講習を受講

できるよう努めること。 

十六、現職研修と免許状更新講習との整合性の確保、特に十年経験者研修の在り方につ

いて検討すること。 

十七、法施行後の実施状況を見極めた上で、現職教員以外の者であって教員免許状を授

与されたことのある者の免許状更新講習の受講要件を拡大する方向で検討すること。 

十八、大学における教職課程の見直し、社会人の教員採用など、養成・採用・研修を通

じた教員の質の向上に努めること。 

十九、教職に優秀な人材を確保するため、人材確保法の存続と教員の勤務実態を踏まえ

た給与財源の確保に努めること。 

二十、指導改善研修に係る教員の認定に当たっては、任命権者による公正かつ適正な認

定が行われるよう努めること。また、認定に当たっては当該教員の意見を述べる機会を

設けるなど配慮すること。 

二十一、学校は児童生徒が一日の大半を過ごす場であるとともに、地域住民の避難場所

としての役割も果たしていることから、すべての学校施設の速やかな耐震化のために必

要な措置を講ずること。 

二十二、スポーツ等部活動を活発化するための支援を充実し、スポーツ指導者等の処遇

改善に努めること。 

  右決議する。 


